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論文解説 

論文タイトル「ODA 事業における全体最適化と価値システムについての考察」 

国際 P2M 学会誌 Vol.5, No.1 pp1-12 

関西学院大学 国際教育・協力センター教授 中村 明 

 

日本の政府開発援助(ODA: Official 

Development Assistance)は、過去 60年

以上の歴史を刻んできましたが、そのプ

ロセスにおいて、国際社会における援助

潮流の変遷なども踏まえ、常に効果的な

援助のあり方が模索されてきました。過

去の ODA事業では、途上国で顕在化して

いる個々の問題に対し、技術や資金の提

供により、特定の活動への支援やプロジ

ェクト単位での協力を行う形態が大勢を

占めてきましたが、それだけでは部分的

な問題の解決になったとしても、問題の

全体としての解決にならなかったり、自

立発展性などに課題が見受けられたりす

るケースが散見されました。こういった

課題の解決には、具体的にどのようなア

プローチ、モダリティが有効なのか、と

いう点については、長きにわたって開発

援助関係者の中で様々な議論がなされて

きたところです。 

 P2Mの大きな成果は、プログラムとい

う概念を PM体系の中にビルトインした

点にあります。P2Mの後、世界の主な PM

体系が次々とプログラムの概念を取り入

れたことを見ても P2Mの方向性は国際社

会の問題認識に沿った時宜を得たもので

あったといえるでしょう。 

筆者は、2003年より、日本の ODA事

業の実施機関である国際協力機構

（JICA：Japan International 

Cooperation Agency）において、P2Mの

ODA事業の活用を研究テーマとして取り

組んできました。その目的は、プロジェ

クト単位では部分最適にとどまっていた

開発の効果をプログラム単位でのアプロ

ーチにより全体最適化を図って行くこと

にありました。 

本論文は、途上国における開発上の課

題の抜本的かつ持続的な解決に向け、部

分最適から全体最適化を目指すプログラ

ム単位のアプローチの導入の意義とその

あり方について、ODA事業の現場の教訓

より導くことを狙いとしてまとめたもの

です。 

例えば、部分最適と全体最適という点

を実際の途上国の農業の問題を例に考え

てみましょう。途上国には、灌漑システ

ムがなく、天水に依存した農業が行われ

ている地域が少なくありません。こうい

った現場に直面し、多くの援助関係者が

考えたことが、「天水に依存する以上、

安定した農業はできない。灌漑システム

をつくって、天候によらず安定した収穫

ができるようにする必要がある」といっ

たことでした。その結果、ダムや貯水

池、河川での頭首工の建設などにより水

を確保し、それを農地まで導水する灌漑

システムを構築するプロジェクトがある

時期、開発援助機関の支援により多く実

施されました。しかしながら、灌漑シス

テムを構築するだけでは、必ずしも上手

く行かないというケースが多く見受けら

れました。その原因は、①まずは今まで

天水農業をしてきた農民の前にいきなり

灌漑システムを提供しても、農民にその

意義はすぐには理解されず、自身の農地

までの末端の水路を自力で建設するよう

な行動につながらないこと、②農民によ

って、適正な水管理や水路などの維持管

理が行われないと灌漑システムは機能し

ないこと、③適正な運営には、水管理組

合のような組織や水利費徴収といった制

度が必要であること、などにありまし

た。つまり、一連の灌漑システムを構成
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するハードウエアとともに、組織や制度

といったソフトウエアの整備、さらに

個々の農民の意識の変化や技術の向上の

ための取り組みが一緒に行われなけれ

ば、水を確保し、安定した農業を行うと

いう目的は達成できないことを意味しま

す。さらに途上国では灌漑システムのよ

うな生産基盤の問題だけでなく、優良種

子や施肥、病害虫管理などの栽培技術の

問題、さらに収穫後の管理・流通上の問

題などもあり、農産物の供給量を増加す

るという最終的な目的を達成するには、

そのプロセス全体の課題を解決する取り

組みが必要となります。このように灌漑

システムを建設するという特定使命のプ

ロジェクトを実施するだけでは、開発効

果は十分発揮できないというケースは、

農業分野に限らず、途上国の開発問題で

は常に発生する問題になっています。本

来的な目的（全体使命）を達成するため

に必要な相互に有機的に関係するプロジ

ェクト群からなるプログラムとして開発

援助を考えることの意義は、この農業の

例から明らかであると思います。 

プログラム単位のアプローチの必要性

については、既述の通りですが、もう一

つ忘れてはならない点があります。それ

は、開発の時間軸という点です。P2Mで

は、3Sモデルという概念を取り入れて

います。つまり、企画・計画段階を担う

スキームモデル、設計・構築段階を担う

システムモデル、最後に運営・維持管理

を担うサービスモデルです。3Sモデル

は全体最適化のシナリオを描き、その達

成に必要なプロジェクト群をデザインす

る上で極めて重要な概念を提示していま

す。この時間軸を踏まえ、必要なプロジ

ェクトを実行すること無しに全体使命の

達成はできないものと思います。いずれ

のプロセスも端折ることはできません

が、開発効果を発現させるという目的の

ためには、サービスモデルまでをきちっ

と成立させるという点が特に重要だと考

えられます。サービスモデルは、技術シ

ステムとして構築してきたシステムを社

会システム（社会の課題解決に資するシ

ステム）に変換するステージの役割を有

するものであると考えています。技術シ

ステムの構築だけでは、本来的な目的の

達成には至っていないため、事業価値は

まだほとんど発現されていません。社会

システムとして運営・維持された時に初

めて、事業価値を発現し、価値システム

になるのと考えています。 

本論文では、途上国の開発問題を念頭

に、途上国の抱える課題の解決には、ハ

ードウエア、ソフトウエア、そしてそれ

を社会システムとして運営・維持する能

力（キャパシティ）が必要であるとして

います。プログラム単位のアプローチと

3Sモデルの導入により、その実現を図

る提案をしていますが、この論文での考

察は、途上国の開発問題に限らず、広く

日本国内、企業の取り組みにも該当する

部分があるのではないかと考えていま

す。 

本論文に対するご批判やご意見を頂け

れば幸いです。 
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